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はじめに 
 

環境技術実証モデル事業は、既に適用が可能な段階にありながら、環境保全効果等につ

いて客観的な評価が行われていないために普及が進んでいない先進的環境技術について、

その環境保全効果等を第三者が客観的に実証する事業をモデル的に実施することにより、

環境技術実証の手法・体制の確立を図るとともに、環境技術の普及を促進し、環境保全と

環境産業の発展を促進することを目的とするものである。  

本実証試験は、平成１９年８月２日 環境省水・大気環境局が策定した「ヒートアイラン

ド対策技術(建築物外皮による空調負荷低減技術)実証試験要領 第２版」(以下、「実証試験

要領」という。) に基づいて選定された実証対象技術について、実証試験要領に準拠して実

証試験を実施することで、以下に示す環境保全効果等を客観的に実証したものである。 

 

（実証項目） 

○遮蔽係数 

○熱貫流率 

○冷房負荷低減効果（数値計算） 

○室温上昇抑制効果（数値計算） 

○促進耐候試験 

本報告書は、その結果を取りまとめたものである。 
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○ 実証試験結果の概要 
実証対象技術／ 
環境技術開発者 

窓用日射遮蔽フィルム（ハニタウインドウフィルム SZ20B15）／ 
株式会社ＰＶＪ 

実証機関 財団法人 建材試験センター 
実証試験期間 平成 19 年 11 月 26 日～平成 20 年 2 月 15 日 

 

１．実証対象技術の概要 

（原理・材質等） 
ポリエステルフィルムに真空蒸着で薄膜積層させ、これを窓ガラスに粘着剤貼付す

ることにより、日射を反射吸収する。 
 色：ブロンズ 

 
２．実証試験の概要 

○ 数値計算における設定条件 

日射遮蔽フィルムの光学特性を測定し、その結果から、数値計算により下記条件における対象建物の全ての窓に

フィルム室内側貼付に伴う効果（冷房負荷削減効果等）を算出します。 

２－１．対象建物 

住宅（戸建ＲＣ造）のリビングダイニングスペース（１階）（窓面積：6.62m2）、オフィスの
事務室南側（窓面積：37.44m2） 
（「標準問題の提案（住宅用標準問題、オフィス用標準問題）」（日本建築学会 環境工学委員会 熱分科会第 15回熱

シンポジウム、1985年）に基づき設定。ただし、オフィスの建物設定については、ＷＧにおける検討を踏まえ、ガラ

ス窓を縦 1,800mm から、縦 2,600mm に変更している。）  
※ 周囲の建築物等の影響による日射の遮蔽は考慮しない。 

２－２．使用気象データ 

東京・大阪９０年代標準年 

２－３．冷暖房設定 

 冷房設定温度（℃） 暖房設定温度（℃） 稼働時間 
住宅 26.6 21.0 6～9 時・12～14 時・16～22 時 

オフィス 26.7 21.9 平日 8～18 時・土曜日 8～13 時 

（参照：冷暖房設定温度については、（財）省エネルギーセンター、「平成 17年度省エネルギー対策実態調査結果」、 
稼働時間については、「標準問題の提案（住宅用標準問題、オフィス用標準問題）」）  

２－４．ＣＯＰ（エネルギー消費効率）の設定 

 冷房（－） 暖房（－） 
住宅 4.67 5.14 
オフィス 3.55 3.90 

（参照：（財）省エネルギーセンター、「省エネ性能カタログ 2006 年  夏版」、「省エネ性能カタログ 業務用エアコン」） 

２－５．電力単価の設定 

電力単価（円／kWh）（税込） 
地域 建築物 標準契約種別 

夏季※ その他季※ 
住宅 従量電灯 B 21.0420（消費電力 120～300kWh／月） 

東京 
オフィス 業務用電力 12.0015 10.9095 
住宅 従量電灯 A 24.4860（消費電力 120～300kWh／月） 

大阪 
オフィス 高圧電力 AS 11.7075 10.6365 

※ 夏季：７月１日～９月 30 日、その他季：10 月１日～６月 30 日 

※ 燃料価格変動に依存する燃料費調整単価は 0 円／kWh と仮定。 
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３．実証試験結果 

○ 空調負荷低減性能実証項目／環境負荷・維持管理等実証項目 

 

ハニタウインドウフィルム
SZ20B15

促進耐候試験前 促進耐候試験後

遮蔽係数（－） 0.29 0.29
熱貫流率（W/m2・K） 5.4 5.4

ハニタウインドウフィルム
SZ20B15

促進耐候試験前 促進耐候試験後

可視光線透過率（％） 18.6 18.9
日射透過率（％） 11.9 12.1
日射反射率（％） 44.4 44.7

【測定結果】                           　　   

※　遮蔽係数：透過光の光束と入射光の光束の比

※　熱貫流率：空気温度差が1℃のとき、面積1ｍ 2当たり単位時間に通過する熱量

※　促進耐候試験：JIS A 5759に従う、サンシャインウェザーメータによる200時間の暴露試験

【参考項目】

 

【分光透過率・分光反射率の特性】 
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※ 短波長限界 380～400nm、長波長限界 760～780nmの電磁波は可視光線、700nm以上の電磁波は赤外線に相当 



 

 iii 
 

○ 標準モデルに基づく数値計算により算出する実証項目／環境負荷・維持管理等実証項目 

 【計算結果】 

kWh/月 kWh/月 kWh/月 kWh/月

（夏季１ヶ月）

％　低減 ％　低減 ％　低減 ％　低減
電気
料金 円/月 円/月 円/月 円/月

kWh/4ヶ月 kWh/4ヶ月 kWh/4ヶ月 kWh/4ヶ月

（夏季6～9月）

％　低減 ％　低減 ％　低減 ％　低減
電気
料金 円/4ヶ月 円/4ヶ月 円/4ヶ月 円/4ヶ月

℃ ℃ ℃ ℃

（38.5℃→ 34.4 ℃） （37.8℃→ 35.9 ℃） （39.8℃→ 35.1 ℃） （38.1℃→ 36.0 ℃）
（夏季 15時）

℃ ℃ ℃ ℃

（38.1℃→ 34.4 ℃） （30.8℃→ 30.1 ℃） （39.3℃→ 35 ℃） （31.0℃→ 30.2 ℃）

4.7 2.1

体感
温度

3.7 0.7 4.3 0.8

室温上昇抑制
効果

自然
室温

4.1 1.9

38.5 13.4

4069 2738 5159 3059

983.9 944.4

貼付前2293.3kWh/4ヶ月 貼付前6406.7kWh/4ヶ月 貼付前2558 .3kWh/4ヶ月 貼付前7028.9kWh/4ヶ月冷房負荷低減
効果

熱量

903.1 824.4

39.4 12.9

33.9 12.6

1140 874 1497 1011

285.6 306.7

貼付前 726.9 kWh/月 貼付前2196.4 kWh/月 貼付前 841.9  kWh/月 貼付前2440.6 kWh/月冷房負荷低減
効果

熱量

253.1 258.6

34.8 11.8

ハニタウインドウフィル
ム　SZ20B15

東京都 大阪府

住宅 オフィス 住宅 オフィス

 
※ 冷房負荷低減効果：日射遮蔽フィルムの貼付により低減する冷房負荷熱量及び低減する負荷熱量からＣＯＰ・電力

単価により換算した電気料金。冷房負荷熱量の低減は、冷房消費電力の低減及び空冷室外機を通して外部環境に排出

される熱量の低減につながり、ヒートアイランド現象の緩和に寄与する。 

※ 自然室温：冷房を行わないときの室温 

※ 体感温度：放射温度を考慮した温度で、室温と、室内周壁等の平均放射温度の平均温度 

冷房負荷低減効果
（オフィス）

（夏季１ヶ月）[kWh]
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冷房負荷低減効果
（住宅）
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貼付後の冷房負荷

貼付による減少分

                          

貼付による減少分

貼付後の自然室温
 

※数値計算は標準問題をもとに実施しており、実際の導入環境とは異なる。
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 【参考項目】 

kWh/月 kWh/月 kWh/月 kWh/月

（冬季１ヶ月）
％　低減 ％　低減 ％　低減 ％　低減

電気
料金 円/月 円/月 円/月 円/月

kWh/年 kWh/年 kWh/年 kWh/年

（通年）
％　低減 ％　低減 ％　低減 ％　低減

電気
料金 円/年 円/年 円/年 円/年

4.4 0.3

174 -1130 1133 559

138.9 27.8

貼付前2639.4kWh/年 貼付前8295.0kWh/年 貼付前3128 .1kWh/年 貼付前9651.7kWh/年冷暖房負荷低
減効果

熱量

-48.3 -558.3

-1.8 -6.7

-90.9 -26.1

-1028 -1203 -860 -595

-180.6 -218.3
貼付前61.7  kWh/月 貼付前488.3 kWh/月 貼付前198.6  kWh/月 貼付前835.6 kWh/月暖房負荷低減

効果
熱量

-251.1 -430.0

-407.0 -88.1

ハニタウインドウフィル
ム　SZ20B15

東京都 大阪府

住宅 オフィス 住宅 オフィス

 
※ 暖房負荷低減効果：日射遮蔽フィルムの貼付により低減する暖房負荷量。暖房負荷の低減は、空調により室内に加

える熱量の低減に対応する。冬季では日射遮蔽フィルムの貼付に伴い、窓面からの日射が遮蔽されるために、暖房負

荷は増大する。 

※ 冷暖房負荷低減効果：日射遮蔽フィルムの貼付により低減する冷房負荷量と暖房負荷量の合計。 

 

【計算結果・参考項目に共通する注意点】 

※ モデル的な住宅・オフィスを想定し、各種前提を置いた上で数値計算した結果 

※ 夏季 15時は８月１日 15時、夏季１ヶ月は８月１～31日、夏季６～９月は６月１日～９月３０日、冬季１ヶ月は２

月１日～28 日、通年は冷房期間６～９月及び暖房期間 11～４月（冷暖房期間は、（社）日本冷凍空調工業規格（JRA 

4046-ルームエアコンディショナの期間消費電力量算出基準）を参考に設定）。また、冷房期間内には室内温度が冷房

設定温度を上回った時に冷房が稼働し、暖房期間内には室内温度が暖房設定温度を下回った時に暖房が稼働すること

を条件としている。 

※ 日射が遮蔽され、室内が暗くなることに伴う、照明による熱負荷の増加は考慮していない。 

※ 冷房・暖房負荷低減効果の熱量の欄にある「貼付前 ○○kWh/月」とは、フィルムを貼付しない状態において、日

射・電気機器等により室内に加えられる熱負荷の総和を示している。 

※ 電気料金について、本計算では日射遮蔽フィルムの有無による室内熱負荷の差を検討の対象としていることから、

種々の仮定が必要となる総額を見積もることをせず、熱負荷の変化に伴う空調電気料金の差額のみを示している。 

※ 数値計算は標準問題をもとに実施しており、実際の導入環境とは異なる。 
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＜春、秋の影響を考慮した年間での計算結果＞ 
～算出対象時期：年間 算出対象区域：LD（住宅）、事務室南側（オフィス）～ 

kWh/年 kWh/年 kWh/年 kWh/年

（年間）

％　低減 ％　低減 ％　低減 ％　低減
電気
料金 円/年 円/年 円/年 円/年

kWh/年 kWh/年 kWh/年 kWh/年

（年間）
％　低減 ％　低減 ％　低減 ％　低減

電気
料金 円/月 円/月 円/月 円/月

kWh/年 kWh/年 kWh/年 kWh/年

（年間）

％　低減 ％　低減 ％　低減 ％　低減

電気
料金 円/年 円/年 円/年 円/年225 4518 25162411

ハニタウインドウフィル
ム　SZ20B15

東京都 大阪府

住宅 オフィス 住宅 オフィス

冷房負荷低減
効果

熱量

1411.1 1401.7

49.2 18.2

1628.3 1602.8

貼付前2870.0kWh/年 貼付前7718.6kWh/年 貼付前3349 .4kWh/年 貼付前8824.4kWh/年

48.6 18.2

6358 4512 8538 5031

暖房負荷低減
効果

熱量

-957.2 -1395.0

-276.6 -73.5

-843.9 -922.2
貼付前346.1 kWh/年 貼付前1897.2 kWh/年 貼付前569.7  kWh/年 貼付前2623.9 kWh/年

-148.1 -35.1

-3947 -4287 -4020 -2515

冷暖房負荷低
減効果

453.9 6.7

熱量 貼付前3216.1kWh/年 貼付前9615.8kWh/年

784.4 680.6

14.1 0.1 20.0 5.9

貼付前3919 .2kWh/年 貼付前11448.3kWh/年

 
※ 冷房負荷低減効果（年間）：年間を通じ室内温度が冷房設定温度を上回った時に冷房が稼働した場合の冷房負荷低

減効果。 

※ 暖房負荷低減効果（年間）：年間を通じ室内温度が暖房設定温度を下回った時に暖房が稼働した場合の暖房負荷低

減効果 

※ 年間冷暖房負荷低減効果：日射遮蔽フィルムの貼付により低減する年間の冷房負荷量と暖房負荷量の合計。 

 



 

 vi 
 

＜西日の影響など全方位を考慮した際の計算結果＞ 
～算出対象時期：年間 算出対象区域：建築物全体（住宅）、基準階事務室全体（オフィス） 

kWh/年 kWh/年 kWh/年 kWh/年

（年間）

％　低減 ％　低減 ％　低減 ％　低減
電気
料金 円/年 円/年 円/年 円/年

kWh/年 kWh/年 kWh/年 kWh/年

（年間）
％　低減 ％　低減 ％　低減 ％　低減

電気
料金 円/月 円/月 円/月 円/月

kWh/年 kWh/年 kWh/年 kWh/年

（年間）

％　低減 ％　低減 ％　低減 ％　低減

電気
料金 円/年 円/年 円/年 円/年

837.2 3592.2

2.7 3.2 8.2 6.3

貼付前10251 .9kWh/年 貼付前56783.3kWh/年冷暖房負荷低
減効果

241.1 1629.4

熱量 貼付前8951.1kWh/年 貼付前50896.4kWh/年

-41.2 -18.0

-6884 -9628 -6732 -7190

-1413.1 -2636.4
貼付前3117.8 kWh/年 貼付前14213.9 kWh/年 貼付前3428.6  kWh/年 貼付前14676.9 kWh/年暖房負荷低減

効果
熱量

-1681.7 -3441.9

-53.9 -24.2

33.0 70.6

8664 16347 11799 19593

2250.3 6228.6

貼付前5833.3kWh/年 貼付前36682.5kWh/年 貼付前6823 .3kWh/年 貼付前42106.4kWh/年冷房負荷低減
効果

熱量

1922.8 5071.4

33.0 13.8

ハニタウインドウフィル
ム　SZ20B15

東京都 大阪府

住宅 オフィス 住宅 オフィス

1779 6719 5067 12402  
※ 冷房負荷低減効果（年間）：年間を通じ室内温度が冷房設定温度を上回った時に冷房が稼働した場合の冷房負荷低

減効果。 

※ 暖房負荷低減効果（年間）：年間を通じ室内温度が暖房設定温度を下回った時に暖房が稼働した場合の暖房負荷低

減効果 

※ 冷暖房負荷低減効果（年間）：日射遮蔽フィルムの貼付により低減する年間の冷房負荷量と暖房負荷量の合計。 
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（参考情報） 

このページに示された情報は、全て環境技術開発者が自らの責任において申請した内容であり、環

境省及び実証機関は、内容に関して一切の責任を負いません。 

 ○ 製品データ 

項目 環境技術開発者 記入欄 

製品名・型番 ハニタウインドウフィルム SZ20B15 

製造（販売）企業名 株式会社ＰＶＪ 
TEL／FAX TEL：03-5436-9074     FAX：03-5436-9075 

Web アドレス http://www.pvj-inc.jp 
連
絡
先 E-mail h-aida@pvj-inc.jp 

フィルム全厚 50（μm） 
対応する建
築物・窓など 

建物窓の屋内側。 

施工上の留
意点 

■圧着による接着の為、加圧が必要。 
■窓ガラスへの貼付け時にフィルムとガラス面から、「施工用水」及び気泡
を完全に除去する必要がある。 

設
置
条
件 その他設置

場所等の 
制約条件 

網いりガラスの場合、熱割れ現象を助長する可能性があるので施工場所に
留意が必要。 

メンテナンスの必
要性 
耐候性・製品寿命な
ど 

■養生期間終了後は、メンテナンス不要。 
■製品寿命：ハニタ社実績で 10 年以上（接着不良・退色・気泡など） 

技術上の特徴 

■基本構造は、基材の超薄ポリエステルフィルムをラミネート接着剤で積
層したもの。 
■ガラス面への特殊粘着材の使用及びフィルムへの真空蒸着により、日射
遮蔽性能及 
びガラス飛散防止性能を持たせたもの。 
■色相：ブロンズ 
■日射遮蔽用及びガラス飛散防止用（JIS A5759 法、B 法合格）として使
用可能。 

■フィルム表面に、ハードコート処理が施されているため傷つきにくい。 
イニシャルコスト 

 設計施工価格（材工共） ¥12,000 1 ㎡ 

    

    

    

コスト概算 

 合  計 ¥12,000 1 ㎡ 
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＜製品イメージ写真＞ 
 

 

○ その他メーカーからの情報 

■飛散性能試験（J A5759 法、B 法）に合格。 

■飛散防止、防災、UV カット、防虫効果あり。 

■安全性能：①建築基準法第 2 条第 9 号不燃材料試験に合格（（財）建材試験センター試験 

      ②米国安全規格 MSDS に合格しており、人体に無害であることを保証済み。 

■ハニタ社はウィンドウフィルム製造 30年以上の実績があり、その品質は全世界で実証されてお

ります。 

 

フィルム貼付ガラス反射像 フィルムなしガラス反射像 
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○ 本編 

 
Ⅰ．実証試験の概要と目的  
 

環境技術実証モデル事業は、既に適用が可能な段階にありながら、環境保全効果等につ

いて客観的な評価が行われていないために普及が進んでいない先進的環境技術について、

その環境保全効果等を第三者が客観的に実証する事業をモデル的に実施することにより、

環境技術実証の手法・体制の確立を図るとともに、環境技術の普及を促進し、環境保全と

環境産業の発展を促進することを目的とするものである。  

 

本実証試験は、平成１９年８月２日に環境省水・大気環境局が策定した実証試験要領に

基づいて選定された実証対象技術について、実証試験計画書に基づき実証試験を実施した

ことで、以下に示す環境保全効果等を客観的に実証するものである。 

 
（実証項目） 
 

○遮蔽係数 

○熱貫流率 

○冷房負荷低減効果（数値計算） 

○室温上昇抑制効果（数値計算） 

○促進耐候試験 
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Ⅱ．実証試験参加組織と実証試験参加者の責任分掌  
 

実証試験に参加する組織は、図２－１に示すとおりである。また、実証試験参加者

とその責任分掌は、表２－１に示すとおりである。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

図２－１ 実証試験参加組織 
 

表２－１ 実証試験参加者の責任分掌 
区分 実証試験参加機関 責任分掌 参加者 

実証試験の運営管理 
実証対象技術の公募・審査 

（財）建材試験セン
ター 性能評価本部
適合証明課 技術実証委員会の設置・運営 

島崎 清幸 

品質管理システムの構築 
実証試験計画の策定 
実証試験の実施・運営 
実証試験データ・情報の管理 
実証試験結果報告書の作成 

（財）建材試験セン
タ ー  中 央 試 験 所 
品質性能部 環境グ
ループ 

その他実証試験要領で定められた業務 

藤本 哲夫 
萩原 伸治 
田坂 太一 
村上 哲也 

内部監査の総括 

実証 
機関 

（財）建材試験セン
タ ー  中 央 試 験 所 
品質性能部 

実証試験データの検証 
黒木 勝一 

実証機関への必要な情報提供と協力 
実証対象製品の準備と「運転及び維持管理
マニュアル」の提供 
費用負担及び責任をもって実証対象製品
の運搬、施工、撤去等を実施 
既存の性能データの提供 

環境 
技術 
開発者 

（株）ＰＶＪ 

実証試験報告書の作成における協力 

會田 広美 

環境省 

水・大気環境局 

実証機関 

（財）建材試験センター 

・性能評価本部適合証明課 

・中央試験所 品質性能部 

環境技術開発者 

株式会社ＰＶＪ 

技
術
実
証
委
員
会 
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Ⅲ．実証対象技術の概要 
（１）実証対象技術の原理 

ポリエステルフィルムに真空蒸着で薄膜積層させ、これを窓ガラスに粘着剤貼付する

ことにより、日射を反射吸収する。 

 

（２）実証対象技術の仕様（厚み、色など） 
○ 製品データ 

項目 環境技術開発者 記入欄 

製品名・型番 ハニタウインドウフィルム SZ20B15 

製造（販売）企業名 株式会社ＰＶＪ 
TEL／FAX TEL：03-5436-9074     FAX：03-5436-9075 

Web アドレス http://www.pvj-inc.jp 
連
絡
先 E-mail h-aida@pvj-inc.jp 

フィルム全厚 50（μm） 
対応する建
築物・窓など 

建物窓の屋内側。 

施工上の留
意点 

■圧着による接着の為、加圧が必要。 
■窓ガラスへの貼付け時にフィルムとガラス面から、「施工用水」及び気泡
を完全に除去する必要がある。 

設
置
条
件 その他設置

場所等の 
制約条件 

網いりガラスの場合、熱割れ現象を助長する可能性があるので施工場所に
留意が必要。 

メンテナンスの必
要性 
耐候性・製品寿命な
ど 

■養生期間終了後は、メンテナンス不要。 
■製品寿命：ハニタ社実績で 10 年以上（接着不良・退色・気泡など） 

技術上の特徴 

■基本構造は、基材の超薄ポリエステルフィルムをラミネート接着剤で積
層したもの。 
■ガラス面への特殊粘着材の使用及びフィルムへの真空蒸着により、日射
遮蔽性能及 
びガラス飛散防止性能を持たせたもの。 
■色相：ブロンズ 
■日射遮蔽用及びガラス飛散防止用（JIS A5759 法、B 法合格）として使
用可能。 

■フィルム表面に、ハードコート処理が施されているため傷つきにくい。 
イニシャルコスト 

 設計施工価格（材工共） ¥12,000 1 ㎡ 

    

    

    

コスト概算 

 合  計 ¥12,000 1 ㎡ 
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 ○ その他メーカーからの情報 

■飛散性能試験（J A5759 法、B 法）に合格。 
■飛散防止、防災、UV カット、防虫効果あり。 
■安全性能：①建築基準法第 2条第 9号不燃材料試験に合格（（財）建材試験センター試

験 
      ②米国安全規格MSDSに合格しており、人体に無害であることを保証済み。 
■ハニタ社はウィンドウフィルム製造 30年以上の実績があり、その品質は全世界で実証
されております。 
 

 
 
＜製品イメージ写真＞ 
 

フィルム貼付ガラス反射像 フィルムなしガラス反射像 
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Ⅳ．実証試験の内容 
１．試験期間 

（１）試験体搬入 

   ２００７年１１月２２日 

（２）光学特性測定 

   ２００７年１１月２６日～１２月５日 

（３）促進耐候性試験 

   ２００７年１２月６日～２００８年１月３０日 

（４）LESCOM による数値計算 

   ２００７年１２月１０日～２００８年２月１５日 

 

２．空調負荷低減性能実証項目 

２－１．空調負荷低減性能実証項目 

（１）遮蔽係数 

 透過光の光束と入射光の光束の比。フィルムを貼付した厚さ 3mm の板ガラスに入射した

日射が、一度吸収された後に入射面の反対側に再放射される分も含んで透過する率を、板

ガラスだけの場合を１として表した係数。JIS A 5759（建築窓ガラス用フィルム）に従い下

記項目の測定を行う。 

  a）可視光線透過率（参考）：可視光線の透過光の光束と入射光の光束の比。一般に可

視光線の波長範囲の短波長限界は 380～400nm、長波長

限界は 760～780nm。 

b）日射透過率（参考）：日射の透過光の光束と入射光の光束の比。 

c）日射反射率（参考）：日射の反射光の光束と入射光の光束の比。 

d）垂直放射率（参考）：空間に放射する熱放射の放射束の、同じ温度の黒体が放射す

る熱放射の放射束に対する比 

 これらの測定結果を基に遮蔽係数を算出する。 

  a）～d）の各項目の測定結果は参考項目として示し、JIS で定める各積算値及び、分光

反射率・分光透過率の図を添付する。 

  JIS A 5759 では測定サンプル数に規定はないが、今回の実証対象であるフィルムは、

製品自体のバラツキはさほど大きくないことを考慮して試験体数は N=1 とする。 

  また、JIS では試験片の大きさを 70mm×150mm と規定しているが、測定装置（積分

球付分光光度計）にそのまま装着できる寸法として、70mm×100mm の寸法とする。分

光光度計での測定では、測定範囲は 10mmφ以下であり、寸法を変更することで測定結

果に影響を与えることはない。 
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（２）熱貫流率 

  フィルムに貼付した厚さ 3mm の板ガラスについてその両側の空気温度差が 1℃のとき、

面積 1ｍ2当たり単位時間に通過する熱量。 

（１）、d）の垂直放射率測定結果から、JIS に定める方法で熱貫流率を算出する。JIS

では表面熱伝達率に JIS R 3106（板ガラス類の透過率・反射率・放射率・日射熱取得率

の試験方法）の 1985 年版の冬の値を採用している。 

 

２－２．数値計算により算出する実証項目 

本項目における実証結果は、レスポンス・ファクター法に基づく非定常熱負荷計算プ

ログラム「LESCOM-env」により算出する。「LESCOM」とは旧通産省生活産業局の住

機能向上製品対策委員会で開発された多数室非定常熱負荷計算プログラムであり、今回、

東京理科大学武田仁教授がフィルム貼付開口部等を追加開発し、「LESCOM-env」とした

ものである。計算条件及び計算による出力項目は下記の通りとする。 

 

計算条件 

① 対象建物 

住宅（戸建ＲＣ造）のリビングダイニングスペース（１階）（窓面積：6.62m2）、 

オフィスの事務室南側（窓面積：37.44m2） 

（「標準問題の提案（住宅用標準問題、オフィス用標準問題）」（日本建築学会 環境工

学委員会 熱分科会第 15 回熱シンポジウム、1985 年））に基づき設定。ただし、オ

フィスの建物設定については、ＷＧにおける検討を踏まえ、ガラス窓を縦 1,800mm

から、縦 2,600mm に変更している。） 

なお、周囲の建築物等の影響による日射の遮蔽は考慮しない。 

また、すべての窓にフィルムを室内側に貼った条件下で数値計算を行っている。 
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表Ⅲ－１ 想定するモデル的な住宅 

設定条件 内容 

モデル建物の概要 
・「標準問題の提案（住宅用標準問題）」にて提案されているダイニ
ング、リビング、キッチン（１階）を対象とする。 

・対象床面積：27.72 m2（DL：20.49m2、K：7.23 m2）・高さ 2.7m 

居室外壁 
・材料名と厚さを室内側から順に 
コンクリート（150mm）、断熱材（グラスウール 24K）（50mm）、
空気層、アルミサイディング（2mm） 

一階床 
・材料名と厚さを室内側から順に 
ビニールタイル（5mm）、モルタル（35mm）、コンクリート
（130mm）、断熱材（グラスウール 24K）（50mm） 

一階天井 
（二階床） 

・材料名と厚さを室内側から順に 
石こうボード（12mm）、半密閉空気層、コンクリート（130mm）、
合板（20mm）、床板（10mm） 

ガラス窓 
・6mm 板ガラス、ガラス窓面積：南向き 5.78 m2（=2.89m2×2 枚）、 

西向き 0.84 m2（=0.42 m2×2 枚） 
資料）「標準問題の提案（住宅用標準問題）」（日本建築学会 環境工学委員会 熱分科会第 15 回熱シンポジ

ウム、1985 年）を元に設定 
 

 
 
 

図Ⅲ－１ モデル的な住宅の平面図（左図：１階、右図：２階） 
 
資料）「標準問題の提案（住宅用標準問題）」（日本建築学会 環境工学委員会 熱分科会第 15 回熱シンポジ

ウム、1985 年）図-1 
 

 

  

 N ※RC 構造 

斜線部：冷暖房負荷低減効果 LESCOM 算出

対象区域（リビングダイニングスペース） 

室温上昇抑制効果 LESCOM 算出位置 
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表Ⅲ－２ 想定するモデル的なオフィス 

設定条件 内容 

モデル建物の概要 

・「標準問題の提案（オフィス用標準問題）」にて提案されている 
基準階（２～８階）のいずれか１フロアを対象 

・RC 構造 
・床面積 826.56m2（33.6m×24.6m） 
・高さ 3.6m 

居室外壁 

・材料名と厚さを室内側から順に、 
プラスタボード（12mm）、密閉空気層、フォームポリスチレン
（25mm）、コンクリート（150mm）、モルタル（20mm）、 
タイル（8mm） 

基準階床（天井） 
・材料名と厚さを室内側から順に、 
プラスチックタイル（3mm）、コンクリート（150mm）、半密閉空
気層、プラスタボード（9mm）、石綿吸音板（12mm） 

ガラス窓 
・ガラス窓面積：東西南北各方面に 37.44 m2（=1.8m×2.6m×8 枚） 

（窓ガラスは床下まであることとする） 
・8mm 厚吸熱ガラス 

資料）「標準問題の提案（オフィス用標準問題）」（日本建築学会 環境工学委員会 熱分科会第 15 回熱シン
ポジウム、1985 年）を元に設定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図Ⅲ－２ 基準階の平面図（左図）及び立面図（右図） 

 
資料）左図：「標準問題の提案（オフィス用標準問題）」（日本建築学会 環境工学委員会 熱分科会第 15

回熱シンポジウム、1985 年）図-1 
右図：同資料、図-6 を元に一部改編 
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室温上昇抑制効果 LESCOM 算出位置 

斜線部：冷暖房負荷低減効果 LESCOM 算出

対象区域（事務室南側） 
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② 使用気象データ 

東京・大阪９０年代標準年 

 

③ 冷暖房設定 

冷暖房設定温度については、（財）省エネルギーセンターの「平成 17 年度省エネルギ

ー対策実態調査結果」を適用。また、稼働時間については、「標準問題の提案（住宅用

標準問題、オフィス用標準問題）」を適用。 

表Ⅲ－３ 冷暖房設定 

 冷房設定温度（℃） 暖房設定温度（℃） 稼働時間 

住宅 26.6 21.0 6～9 時・12～14 時・16～22 時 

オフィス 26.7 21.9 平日 8～18 時・土曜日 8～13 時 

注 平均冷暖房設定温度は調査結果に掲載されていないので、調査結果データから（財）省エネルギ
ーセンターの担当者に計算方法を確認して算出した値。 

 

④ ＣＯＰ（Coefficient of Performance：エネルギー消費効率） 

熱負荷の低減効果を熱量単位（kWh）だけでなく、電気料金の低減効果（円）として

も示すため、定格出力運転時における消費電力 1kW 当たりの冷房・暖房能力（kW）を

表した COP 及び電力単価を設定する。 

（財）省エネルギーセンターの「省エネ性能カタログ」より、表Ⅲ－５の条件下にお

いて冷房期間や暖房期間毎に算出された COP の平均値（表Ⅲ－４）を適用。 

表Ⅲ－４ COP の設定 
 冷房（－） 暖房（－） 
住宅 注１ 4.67 5.14 
オフィス 注２ 3.55 3.90 

注１：省エネルギーセンター「省エネ性能カタログ 2006 年 夏版」より、エアコン冷房能力 2.8kW（8
～12 畳）の製品の各メーカーのカタログ値を参考に設定。 

注２：省エネルギーセンター「省エネ性能カタログ 業務用エアコン」より、冷房能力 14.0kW クラス
４方向カセット型の業務エアコンが８基あると想定、各メーカーのカタログ値を参考に設定。 

 

表Ⅲ－５ 期間 COP の算出条件 

項目 条件 
 東京をモデルとしている。 
冷房時 乾球温度 35℃ 

外気温度 

暖房時 乾球温度 7℃（湿球温度 6℃） 
冷房時 乾球温度 27℃（湿球温度 19℃） 

室内設定温度 
暖房時 乾球温度 20℃ 
冷房 3.6ヶ月間（6 月 2 日～9 月 21 日） 

期間 
暖房 5.5ヶ月間（10 月 28 日～4 月 14 日） 

使用時間 6：00～24：00 の 18 時間 
住宅 JIS C9612 による平均的な住宅（木造、南向き、洋室） 

参照１：省エネ性能カタログ 2006 年夏版（２．エアコン） 
参照２：オフィス・店舗向けエアコンの省エネ性能 2006 春（省エネ性能一覧表の見方） 
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⑤ 電力単価 

東京電力、関西電力に標準的な契約条件等を確認し、下記の通り電力単価を設定。 

表Ⅲ－６ 電力単価の設定値 

電力単価（円／kWh）（税込） 
地域 建築物 標準契約種別 

夏季注 その他季注 
住宅 従量電灯 B 21.0420 

東京 
オフィス 業務用電力 12.0015 10.9095 
住宅 従量電灯 A 24.4860 

大阪 
オフィス 高圧電力 AS 11.7075 10.6365 

注 夏季：７月１日～９月 30 日、その他季：10 月１日～６月 30 日 

（基本的な考え方） 

電力料金は、主に基本料金等と電力量料金の和（消費税も掛かる）。日射遮蔽フィルムによる空調負

荷低減効果を算出する上で、契約内容等の条件を固定すると、基本料金等はフィルム貼付前後で一定

となり、日射遮蔽による影響を受けるのは空調負荷量に依存する電力量料金のみになる。 

電力量料金は電力量料金単価と燃料費調整単価（石油等の燃料価格変動に依存）で構成されている

が、燃料費調整単価は電力量料金単価と比較して十分小さいため、電力量料金は電力量料金単価で代

用することとする。 

 

住宅の電力量料金単価については、１ヶ月の消費電力によって三段階の料金制度となるが、東京電

力・関西電力ともに、標準的な家庭における１ヶ月の消費電力は 300kWh以下であるので、空調負荷

低減効果の算定には第二段階：120～300kWhの電力量料金単価を適用。 

オフィスの電力量料金単価については、標準的な業務用ビルにおける契約電力は 500kW 未満である

ことを考慮し、この条件に適合した業務用ビルや商業施設などで平日の昼間に電気の使用が多い場合

の契約を適用（夏季とその他季で電力量料金が異なる）。 

 

⑥ 実証項目・参考項目の設定期間 

実証項目・参考項目の設定期間は下記の通りとする。 

表Ⅲ－７ 数値計算による実証項目・参考項目の設定期間について 

項目 想定期間 設定期間 
夏季１ヶ月 ８月 

冷房負荷低減効果 
夏季６～９月 ６月１日～９月３０日注 1 

室温上昇抑制効果 夏季１５時 ８月１日の１５時 
暖房負荷低減効果 冬季１ヶ月 ２月 

通年 冷房期間６～９月及び暖房期間 11～４月注2 

冷暖房負荷低減効果 
年間 年間での計算。（年間を通じ室内温度が冷房

設定温度を上回った時に冷房が稼働した場
合の冷房負荷低減効果。） 

注 1 オフィスの電力単価については、６月１日～６月３０日までは「その他季」の単価を、７月１
日～９月３０日までは「夏季」の単価を適用。 

注 2 冷暖房期間は、（社）日本冷凍空調工業規格（JRA 4046-ルームエアコンディショナの期間消
費電力量算出基準）を参考に設定 
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出力項目 

本実証試験では、住宅（建物正面・居室は南面）は１階の LDK、オフィス（建物正

面は南面）は基準階（２～８階の何れか１フロア）の事務室を対象に計算を行う。数値

計算により算出する各実証項目・参考項目は、出力リストの下線の項目における、フィ

ルム貼付の有無による差分量として求める。 

表Ⅲ－８ LESCOM による出力リスト 

対応する項目 住宅（戸建ＲＣ造） オフィス 

建物全体冷房負荷量 建物全体冷房負荷量 
リビングダイニングスペース冷房負
荷量 

事務室南側冷房負荷量 

リビングダイニングスペースの部位
別冷房負荷量 

事務室南側の各部位別冷
房負荷量 

冷房負荷低減効果 
（夏季１ヶ月、 
夏季６～９月） 

（kWh/月、円/月、 
kWh/４ヶ月、円/

４ヶ月） 開口部詳細冷房負荷量 開口部詳細冷房負荷量 
室温上昇抑制効果 
（夏季 15 時） 
（℃） 

リビングダイニングスペースの８月
１日の自然室温（冷房無）、及び体感
温度 

事務室南側の８月１日の
自然室温 （冷房無）、及
び体感温度 

建物全体暖房負荷量（参考のため） 建物全体暖房負荷量（参考
のため） 

暖房負荷低減効果 
（参考項目） 
（冬季１ヶ月） 
（kWh/月、円/月） 

リビングダイニングスペースの暖房
負荷量 
（参考のため） 

事務室南側の暖房負荷量 
（参考のため） 

上記の条件設定に基づき、下記の実証試験項目及び参考項目を算出する。 

 

実証試験項目及び参考項目 

（１）冷房負荷低減効果 

  日射遮蔽フィルムの貼付による夏季１ヶ月（８月）、夏季６～９月（６月１日～９月３

０日）における冷房負荷の低減効果について、数値計算により算出する。 

熱負荷計算プログラム「LESCOM」により、２－１．（１）、（２）で測定した遮蔽係数

と熱貫流率を用いて数値計算を行う。計算条件の設定は「ヒートアイランド対策技術（建

築物外皮による空調負荷低減技術）実証試験要領（第 2 版）」（15～18 ページ）及び技術

実証委員会における検討を踏まえ、上記の通りとする。 

なお、熱負荷の低減効果を熱量単位（kWh）から電気料金（円）に換算する際には下

記の式によるものとする。 

電気料金（円）＝電力単価（円／kWh）×（熱負荷の低減量（kWh））／COP（－） 

 

（２）室温上昇抑制効果 

  日射遮蔽フィルムの貼付による夏季 15 時（８月１日）における室温の上昇抑制効果に

ついて、数値計算により算出する。計算条件等の設定については上記の通りとする。 

 

（３）暖房負荷低減効果（参考） 

  日射遮蔽フィルムの貼付による冬季１ヶ月（２月）における暖房負荷の低減効果につ
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いて、数値計算により参考項目として算出する。計算条件等の設定については（１）と

同様とする。 

 

（４）冷暖房負荷削減効果（参考） 

日射遮蔽フィルムの貼付による通年（冷房期間６～９月及び暖房期間 11～４月）におけ

る冷房負荷・暖房負荷の低減効果の合計について、数値計算により参考項目として算出

する。計算条件等の設定については（１）と同様とする。 

 

（５）年間冷暖房負荷削減効果（参考） 

日射遮蔽フィルムの貼付による冷暖房期間を１年間とした場合の冷房負荷・暖房負荷

の低減効果の合計について、数値計算により参考項目として算出する。計算条件等の設

定については（１）と同様とする。 

 

（６）西日の影響など全方位を考慮した際の計算結果（参考） 

（５）の削減効果について、西日の影響など全方位を考慮しモデル建物の全室を対象

区域として算出する。 

 

３．環境負荷・維持管理等実証項目の実証試験 

促進耐候試験 

  JIS A 5759 に従い、サンシャインウェザーメータによる 200 時間の暴露試験を行う。

暴露終了後、２―１の手法に基づいて遮蔽係数、熱貫流率の測定を行い、測定値の変化

を確認する。 
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Ⅴ．実証試験結果と検討 
１．空調負荷低減性能実証項目／環境負荷・維持管理等実証項目 

 

ハニタウインドウフィルム
SZ20B15

促進耐候試験前 促進耐候試験後

遮蔽係数（－） 0.29 0.29
熱貫流率（W/m2・K） 5.4 5.4

ハニタウインドウフィルム
SZ20B15

促進耐候試験前 促進耐候試験後

可視光線透過率（％） 18.6 18.9
日射透過率（％） 11.9 12.1
日射反射率（％） 44.4 44.7

【測定結果】                           　　   

※　遮蔽係数：透過光の光束と入射光の光束の比

※　熱貫流率：空気温度差が1℃のとき、面積1ｍ 2当たり単位時間に通過する熱量

※　促進耐候試験：JIS A 5759に従う、サンシャインウェザーメータによる200時間の暴露試験

【参考項目】

 

【分光透過率・分光反射率の特性】 
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※ 短波長限界 380～400nm、長波長限界 760～780nmの電磁波は可視光線、700nm以上の電磁波は赤外線に相当 
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２．数値計算により算出する実証項目 

 【計算結果】 

kWh/月 kWh/月 kWh/月 kWh/月

（夏季１ヶ月）

％　低減 ％　低減 ％　低減 ％　低減
電気
料金 円/月 円/月 円/月 円/月

kWh/4ヶ月 kWh/4ヶ月 kWh/4ヶ月 kWh/4ヶ月

（夏季6～9月）

％　低減 ％　低減 ％　低減 ％　低減
電気
料金 円/4ヶ月 円/4ヶ月 円/4ヶ月 円/4ヶ月

℃ ℃ ℃ ℃

（38.5℃→ 34.4 ℃） （37.8℃→ 35.9 ℃） （39.8℃→ 35.1 ℃） （38.1℃→ 36.0 ℃）
（夏季 15時）

℃ ℃ ℃ ℃

（38.1℃→ 34.4 ℃） （30.8℃→ 30.1 ℃） （39.3℃→ 35 ℃） （31.0℃→ 30.2 ℃）

4.7 2.1

体感
温度

3.7 0.7 4.3 0.8

室温上昇抑制
効果

自然
室温

4.1 1.9

38.5 13.4

4069 2738 5159 3059

983.9 944.4

貼付前2293.3kWh/4ヶ月 貼付前6406.7kWh/4ヶ月 貼付前2558 .3kWh/4ヶ月 貼付前7028.9kWh/4ヶ月冷房負荷低減
効果

熱量

903.1 824.4

39.4 12.9

33.9 12.6

1140 874 1497 1011

285.6 306.7

貼付前 726.9 kWh/月 貼付前2196.4 kWh/月 貼付前 841.9  kWh/月 貼付前2440.6 kWh/月冷房負荷低減
効果

熱量

253.1 258.6

34.8 11.8

ハニタウインドウフィル
ム　SZ20B15

東京都 大阪府

住宅 オフィス 住宅 オフィス

 
※ 冷房負荷低減効果：日射遮蔽フィルムの貼付により低減する冷房負荷熱量及び低減する負荷熱量からＣＯＰ・電

力単価により換算した電気料金。冷房負荷熱量の低減は、冷房消費電力の低減及び空冷室外機を通して外部環境に

排出される熱量の低減につながり、ヒートアイランド現象の緩和に寄与する。 

※ 自然室温：冷房を行わないときの室温 

※ 体感温度：放射温度を考慮した温度で、室温と、室内周壁等の平均放射温度の平均温度 

冷房負荷低減効果
（オフィス）

（夏季１ヶ月）[kWh]
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貼付後の冷房負荷

貼付による減少分

                          

貼付による減少分

貼付後の自然室温
 

※数値計算は標準問題をもとに実施しており、実際の導入環境とは異なる。
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 【参考項目】 

kWh/月 kWh/月 kWh/月 kWh/月

（冬季１ヶ月）
％　低減 ％　低減 ％　低減 ％　低減

電気
料金 円/月 円/月 円/月 円/月

kWh/年 kWh/年 kWh/年 kWh/年

（通年）
％　低減 ％　低減 ％　低減 ％　低減

電気
料金 円/年 円/年 円/年 円/年

4.4 0.3

174 -1130 1133 559

138.9 27.8

貼付前2639.4kWh/年 貼付前8295.0kWh/年 貼付前3128 .1kWh/年 貼付前9651.7kWh/年冷暖房負荷低
減効果

熱量

-48.3 -558.3

-1.8 -6.7

-90.9 -26.1

-1028 -1203 -860 -595

-180.6 -218.3
貼付前61.7  kWh/月 貼付前488.3 kWh/月 貼付前198.6  kWh/月 貼付前835.6 kWh/月暖房負荷低減

効果
熱量

-251.1 -430.0

-407.0 -88.1

ハニタウインドウフィル
ム　SZ20B15

東京都 大阪府

住宅 オフィス 住宅 オフィス

 
※ 暖房負荷低減効果：日射遮蔽フィルムの貼付により低減する暖房負荷量。暖房負荷の低減は、空調により室内に

加える熱量の低減に対応する。冬季では日射遮蔽フィルムの貼付に伴い、窓面からの日射が遮蔽されるために、暖

房負荷は増大する。 

※ 冷暖房負荷低減効果：日射遮蔽フィルムの貼付により低減する冷房負荷量と暖房負荷量の合計。 

 

【計算結果・参考項目に共通する注意点】 

※ モデル的な住宅・オフィスを想定し、各種前提を置いた上で数値計算した結果 

※ 夏季 15 時は８月１日 15 時、夏季１ヶ月は８月１～31 日、夏季６～９月は６月１日～９月３０日、冬季１ヶ月

は２月１日～28日、通年は冷房期間６～９月及び暖房期間 11～４月（冷暖房期間は、（社）日本冷凍空調工業規格

（JRA 4046-ルームエアコンディショナの期間消費電力量算出基準）を参考に設定）。また、冷房期間内には室内温

度が冷房設定温度を上回った時に冷房が稼働し、暖房期間内には室内温度が暖房設定温度を下回った時に暖房が稼

働することを条件としている。 

※ 日射が遮蔽され、室内が暗くなることに伴う、照明による熱負荷の増加は考慮していない。 

※ 冷房・暖房負荷低減効果の熱量の欄にある「貼付前 ○○kWh/月」とは、フィルムを貼付しない状態において、

日射・電気機器等により室内に加えられる熱負荷の総和を示している。 

※ 電気料金について、本計算では日射遮蔽フィルムの有無による室内熱負荷の差を検討の対象としていることから、

種々の仮定が必要となる総額を見積もることをせず、熱負荷の変化に伴う空調電気料金の差額のみを示している。 

※ 数値計算は標準問題をもとに実施しており、実際の導入環境とは異なる。 
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＜春、秋の影響を考慮した年間での計算結果＞ 
～算出対象時期：年間 算出対象区域：LD（住宅）、事務室南側（オフィス）～ 

kWh/年 kWh/年 kWh/年 kWh/年

（年間）

％　低減 ％　低減 ％　低減 ％　低減
電気
料金 円/年 円/年 円/年 円/年

kWh/年 kWh/年 kWh/年 kWh/年

（年間）
％　低減 ％　低減 ％　低減 ％　低減

電気
料金 円/月 円/月 円/月 円/月

kWh/年 kWh/年 kWh/年 kWh/年

（年間）

％　低減 ％　低減 ％　低減 ％　低減

電気
料金 円/年 円/年 円/年 円/年225 4518 25162411

ハニタウインドウフィル
ム　SZ20B15

東京都 大阪府

住宅 オフィス 住宅 オフィス

冷房負荷低減
効果

熱量

1411.1 1401.7

49.2 18.2

1628.3 1602.8

貼付前2870.0kWh/年 貼付前7718.6kWh/年 貼付前3349 .4kWh/年 貼付前8824.4kWh/年

48.6 18.2

6358 4512 8538 5031

暖房負荷低減
効果

熱量

-957.2 -1395.0

-276.6 -73.5

-843.9 -922.2
貼付前346.1 kWh/年 貼付前1897.2 kWh/年 貼付前569.7  kWh/年 貼付前2623.9 kWh/年

-148.1 -35.1

-3947 -4287 -4020 -2515

冷暖房負荷低
減効果

453.9 6.7

熱量 貼付前3216.1kWh/年 貼付前9615.8kWh/年

784.4 680.6

14.1 0.1 20.0 5.9

貼付前3919 .2kWh/年 貼付前11448.3kWh/年

 
※ 冷房負荷低減効果（年間）：年間を通じ室内温度が冷房設定温度を上回った時に冷房が稼働した場合の冷房負荷

低減効果。 

※ 暖房負荷低減効果（年間）：年間を通じ室内温度が暖房設定温度を下回った時に暖房が稼働した場合の暖房負荷

低減効果 

※ 年間冷暖房負荷低減効果：日射遮蔽フィルムの貼付により低減する年間の冷房負荷量と暖房負荷量の合計。 

 



 

 17 
 

＜西日の影響など全方位を考慮した際の計算結果＞ 
～算出対象時期：年間 算出対象区域：建築物全体（住宅）、基準階事務室全体（オフィス） 

kWh/年 kWh/年 kWh/年 kWh/年

（年間）

％　低減 ％　低減 ％　低減 ％　低減
電気
料金 円/年 円/年 円/年 円/年

kWh/年 kWh/年 kWh/年 kWh/年

（年間）
％　低減 ％　低減 ％　低減 ％　低減

電気
料金 円/月 円/月 円/月 円/月

kWh/年 kWh/年 kWh/年 kWh/年

（年間）

％　低減 ％　低減 ％　低減 ％　低減

電気
料金 円/年 円/年 円/年 円/年

837.2 3592.2

2.7 3.2 8.2 6.3

貼付前10251 .9kWh/年 貼付前56783.3kWh/年冷暖房負荷低
減効果

241.1 1629.4

熱量 貼付前8951.1kWh/年 貼付前50896.4kWh/年

-41.2 -18.0

-6884 -9628 -6732 -7190

-1413.1 -2636.4
貼付前3117.8 kWh/年 貼付前14213.9 kWh/年 貼付前3428.6  kWh/年 貼付前14676.9 kWh/年暖房負荷低減

効果
熱量

-1681.7 -3441.9

-53.9 -24.2

33.0 70.6

8664 16347 11799 19593

2250.3 6228.6

貼付前5833.3kWh/年 貼付前36682.5kWh/年 貼付前6823 .3kWh/年 貼付前42106.4kWh/年冷房負荷低減
効果

熱量

1922.8 5071.4

33.0 13.8

ハニタウインドウフィル
ム　SZ20B15

東京都 大阪府

住宅 オフィス 住宅 オフィス

1779 6719 5067 12402  
※ 冷房負荷低減効果（年間）：年間を通じ室内温度が冷房設定温度を上回った時に冷房が稼働した場合の冷房負荷

低減効果。 

※ 暖房負荷低減効果（年間）：年間を通じ室内温度が暖房設定温度を下回った時に暖房が稼働した場合の暖房負荷

低減効果 

※ 冷暖房負荷低減効果（年間）：日射遮蔽フィルムの貼付により低減する年間の冷房負荷量と暖房負荷量の合計。 
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○ 付録 
１．データの品質管理 
本実証試験を実施にあたり、データの品質管理は、（財）建材試験センターが定める品質

マニュアルに従って管理した。  

 

（１）測定操作の記録方法 

記録用紙は､(財) 建材試験センター規程による試験データシート、実測値を記録する

コンピュータープリントアウト及び実証試験要領に規定した成績書とした。  

 

（２）精度管理に関する情報 

JIS Q 17025:2000（ISO/IEC17025:1999）「試験所及び校正機関の能力に関する一般

要求事項」に準拠した測定トレーサビリティによりデータの精度管理を行った。 

 

２．データの管理、分析、表示 
（１） データ管理とその方法 

本実証試験から得られる以下のデータは、（財）建材試験センターが定める品質マ

ニュアルにしたがって管理するものとする。データの種類は次のとおり。  

・空調負荷低減性能項目のデータ  

・環境負荷、維持管理等実証項目のデータ  

 

（２） データ分析と評価 

本実証試験で得られたデータについては、必要に応じ統計分析の処理を実施すると

ともに、使用した数式を実証試験結果報告書に記載した。  

実証項目の測定結果の分析・表示方法は以下のとおりである。  

 

1)空調負荷低減性能項目のデータ 

・遮蔽係数、熱貫流率、冷房負荷低減効果、室温上昇抑制効果 

2)環境負荷,維持管理等実証項目のデータ 

・促進耐候性 

 

３．監査 
本実証試験で得られたデータの品質監査は、（財）建材試験センターが定める

品質マニュアルに従って行うものとする。実証試験が適切に実施されていること

を確認するために実証試験の期間中に内部監査を実施した。  

この内部監査は、本実証試験から独立している（財）建材試験センター中央試

験所品質性能部長を内部監査員として任命し実施した。  


